
※本様式は同一の交付担当大臣が交付する事業等ごとに作成して下さい （単位：千円）

基幹
事業

効果
促進
事業
等

交付対象事業費
(b)

交付対象事業費のう
ち、特定市町村又は特
定都道県以外の者が負

担する額を減じた額
(c)

うち交付金交付額
基幹事業の場合

（d）=a×b＋(c-a×b)/2
効果促進事業等の場合

（d）=0.8c

年度間
調整額
（国費）

(e)

調整後の
交付金
交付額
(f)=d-e

1 ○ A-1-1
下増田小学校校舎増築事業（公
立学校施設整備費国庫負担事
業）

下増田地区　下
増田小学校

市
・工事設計
・地質調査

 1/2 32,000

32,000
24,000

2 ○ A-4-1
復興関連埋蔵文化財発掘調査
事業

閖上・下増田地
区ほか

市
震災復興関連する事業計画との調整を図る試掘・確認調査及び、被災を受けた個人住宅や中小企業等の施設に伴う発掘調査
を行う。

1/2

10,000 10,000
7,500

0
0

0
0

0
0

0
0

0
0

0
0

0
0

0
0

合計額 42,000 42,000 31,500 0 0

担当者氏名

メールアドレス

（注）「事業番号」は、基幹事業については、「（制度要綱別表の番号）-（同一事業計画中の同種の事業の通し番号）」、効果促進事業等については、「◆（最も関連する基幹事業の事業番号）－（最も関連する基幹事業ごとの通し番号）」となるよう記載する。

（注）「事業名」は実施する事業の内容がわかるように任意の名称を記載する。

（注）「基本国費率」は、各交付担当大臣が定める交付要綱に規定される国費率を指す。（制度要綱第２の１の(３）におけるｂと同様）

（注）「年度間調整額（国費）（e）」は前年度に制度要綱第１の７の④に該当し、様式３を提出した場合に、または事業の進捗に遅れが生じ基金残高がある場合に、様式３の翌年度交付額調整額を記載する。

（注）基金を造成して復興交付金事業等を実施する場合には、（＊）の(b)欄には、当該年度に実施する事業の事業費を、（c）欄には事業費のうち特定市町村又は特定都道県以外の者が負担する額を減じた額を、（d）欄には基金からの取崩額を記載する。

市町村名 名取市 電話番号 022-384-2111(332)

都道県名 宮城県 担当部局名 総務部政策企画課

（様式１－４①）

名取市復興交付金事業計画名取市復興交付金事業計画名取市復興交付金事業計画名取市復興交付金事業計画　　　　平成平成平成平成２４２４２４２４年度年度年度年度　　　　復興交付金事業等復興交付金事業等復興交付金事業等復興交付金事業等（（（（名取市交付分名取市交付分名取市交付分名取市交付分））））

省庁名：文部科学省 平成２４年１月時点

No.

事業の種類

事業番号 事業名
（市町村名）

地区名
施設名

事業
実施
主体

当該年度の
事業概要

基本
国費率

（a）

当該年度（＊） 年度間調整額
（該当する場合のみ記載）

備　考



※本様式は同一の交付担当大臣が交付する事業等ごとに作成して下さい （単位：千円）

基幹
事業

効果
促進
事業
等

交付対象事業費
(b)

交付対象事業費のう
ち、特定市町村又は特
定都道県以外の者が負

担する額を減じた額
(c)

うち交付金交付額
基幹事業の場合

（d）=a×b＋(c-a×b)/2
効果促進事業等の場合

（d）=0.8c

年度間
調整額
（国費）

(e)

調整後の
交付金
交付額
(f)=d-e

1 ○ C-7-1
閖上漁港水産業共同利用施設
復興整備事業

閖上地区 市
地盤の嵩上げ区画整理の施工、地盤調査等の基礎調査を実施する。また、デザインコンペにより、水産業複合施設等建設ビジョ
ン策定をコンサルに委託する。

1/2 30,000

30,000
22,500

0
0

0
0

0
0

0
0

0
0

0
0

0
0

0
0

合計額 30,000 30,000 22,500

担当者氏名

メールアドレス

（注）「事業番号」は、基幹事業については、「（制度要綱別表の番号）-（同一事業計画中の同種の事業の通し番号）」、効果促進事業等については、「◆（最も関連する基幹事業の事業番号）－（最も関連する基幹事業ごとの通し番号）」となるよう記載する。

（注）「事業名」は実施する事業の内容がわかるように任意の名称を記載する。

（注）「基本国費率」は、各交付担当大臣が定める交付要綱に規定される国費率を指す。（制度要綱第２の１の(３）におけるｂと同様）

（注）「年度間調整額（国費）（e）」は前年度に制度要綱第１の７の④に該当し、様式３を提出した場合に、または事業の進捗に遅れが生じ基金残高がある場合に、様式３の翌年度交付額調整額を記載する。

（注）基金を造成して復興交付金事業等を実施する場合には、（＊）の(b)欄には、当該年度に実施する事業の事業費を、（c）欄には事業費のうち特定市町村又は特定都道県以外の者が負担する額を減じた額を、（d）欄には基金からの取崩額を記載する。

市町村名 名取市 電話番号 022-384-2111(332)

都道県名 宮城県 担当部局名 総務部政策企画課

（様式１－４①）

名取市復興交付金事業計画名取市復興交付金事業計画名取市復興交付金事業計画名取市復興交付金事業計画　　　　平成平成平成平成２４２４２４２４年度年度年度年度　　　　復興交付金事業等復興交付金事業等復興交付金事業等復興交付金事業等（（（（名取市交付分名取市交付分名取市交付分名取市交付分））））

省庁名：農林水産省 平成２４年１月時点

No.

事業の種類

事業番号 事業名
（市町村名）

地区名
施設名

事業
実施
主体

当該年度の
事業概要

基本
国費率

（a）

当該年度（＊） 年度間調整額
（該当する場合のみ記載）

備　考



※本様式は同一の交付担当大臣が交付する事業等ごとに作成して下さい （単位：千円）

基幹
事業

効果
促進
事業
等

交付対象事業費
(b)

交付対象事業費のう
ち、特定市町村又は特
定都道県以外の者が負

担する額を減じた額
(c)

うち交付金交付額
基幹事業の場合

（d）=a×b＋(c-a×b)/2
効果促進事業等の場合

（d）=0.8c

年度間
調整額
（国費）

(e)

調整後の
交付金
交付額
(f)=d-e

1 ○ D-1-1
中貞山運河線道路事業（市街地
相互の接続道路）

閖上地区 市
・実施設計

0.55 21,000

21,000
16,275

2 ○ D-1-2
牛野一本杉線道路事業（市街地
相互の接続道路）

閖上地区
（牛野一本杉
線）

市 防災集団移転促進事業計画に基づき、道路測量設計委託を実施する。 0.55 50,000

50,000
38,750

3 ○ Ｄ-4-1
災害公営住宅整備事業（災害公
営住宅整備事業，災害公営住宅
用地取得造成費等補助事業等）

閖上地区・下増
田地区

市
・基本設計
・用地取得

0.875 869,000

869,000
760,375

4 ○ D-4-1-1 災害公営住宅駐車場整備事業 閖上地区 市
・調査設計

0.8 40,000

40,000
32,000

5 ○ D-12-1
地区公民館耐震化事業（住宅・
建築物安全ストック形成事業）

下増田地区 市 耐震診断及び評定を取り、現施設の強度と耐震補強の必要性を把握する。 0.5 1,318

1,318
878

6 ○ Ｄ-16-1
名取駅前復興市街地再開発事
業

増田地区 市 事業計画策定業務委託、補償費 0.4 375,600

375,600
262,920

7 ○ Ｄ-17-1
(都市再生区画整理事業)被災市
街地復興土地区画整理事業

閖上地区 市 ・実施設計（測量・調査業務含む） 0.5 524,000

524,000
393,000

8 ○ Ｄ-17-1-1
十三塚公園市民庭球場人工芝
張替、夜間照明設置事業

箱塚地区 市 人工芝の張替と夜間照明設置工事を行う。 0.8 40,000

40,000
32,000

9 ○ Ｄ-17-1-2
市民活動支援センター復旧（施
設整備）事業

増田西地区 市 建設地の整地。早期建設に向け「実施詳細設計書」作成の委託を行う。 0.8 20,000

20,000
16,000

10 ○ Ｄ-17-2
(都市再生区画整理事業)緊急防
災空地整備事業

閖上地区 市 ・先行取得分の用地取得 0.5 400,000

400,000
300,000

11 ○ Ｄ-17-3 都市再生事業計画案作成事業 閖上地区 市 ・実施設計 0.5 767,500

767,500
575,625

12 ○ D-20-1
津波ハザードマップ等整備事業
（都市防災総合推進事業）

名取市全域 市
東日本大震災の被害状況・結果を整理分析し、市の防災対策、防災教育、住民の避難行動に反映させる。その調査研究を行う
ために名取市、防災関係機関、地域住民、学識経験者からなる協議会を設置する。成果品として地域防災計画の見直し原案、
避難マニュアルと現況における津波ハザードマップの原案を作成する。これらに係る委託費用である。

0.5 20,000

20,000
15,000

13 ○ D-20-1-1 東日本大震災記録・保存事業 市内全域 市
①保存用DVD版名取市震災記録画像（写真）集の作成　　　　②保存用DVD版名取市震災記録動画（映像）集の作成
③シアター放映用防災教育映像の制作

0.8 12,500

12,500
10,000

14 ○ Ｄ-20-1-2 コミュニティFM事業 増田地区 市
津波被害地区の閖上・下増田のまちづくりの進捗状況のほか、生活支援、復興イベント情報などの放送とともに、市民参加型の
ラジオ放送など地域コミュニティの醸成とこの業務の受け皿となる市民の人材育成に取り組んでいく。

0.8 25,000

25,000
20,000

15 ○ D-20-2 都市防災総合推進事業
閖上・下増地区
（一部増田地区
含む）

市
県の津波避難ガイドラインを踏まえた市ハザードマップ見直し業務、海浜部の振興ビジョン策定及び集団移転、区画整理区域以
外の津波浸水被害区域の防災性の向上など、関連各種事業等の諸調整を行い、沿岸部全体の防災性の向上に向けた諸調査
等に取り組む。

0.5 40,000

40,000
30,000

16 ○ Ｄ-20-3
都市防災総合推進事業（被災地
における復興まちづくり総合支
援事業）

増田地区 市 実施設計業務委託、仮設整備 0.5 28,800

28,800
21,600

17 ○ D-20-4
防災まちづくり拠点施設整備計
画策定調査事業

沿岸地区 市 平時及び発災時における避難・活動拠点、震災の記憶を後世に受け継ぐ等、公園の機能を検討し、計画策定・調査を行う。 0.5 20,000

20,000
15,000

18 ○ Ｄ-20-5
沿岸地域活性化復興ビジョン策
定及び活性化施設整備事業

閖上・下増田地
区

市
地域住民・団体、学識経験者等で構成する検討委員会を立ち上げ沿岸地域活性化ビジョンの策定を行う。当該計画策定に係る
委託料等を措置する。

0.5 20,000

20,000
15,000

19 ○ D-21-1
防災集団移転事業地区下水道
事業

防災集団移転
事業地域

市
・防災集団移転地地内の下水道整備及び最寄りの公共下水道管渠までの調査設計業務委託
・防災集団移転地地内の下水道整備及び最寄りの公共下水道管渠整備

1/2 200,000

200,000
150,000

（様式１－４①）

名取市復興交付金事業計画　平成２４年度　復興交付金事業等（名取市交付分）

省庁名：国土交通省 平成２４年１月時点

No.

事業の種類

事業番号 事業名
（市町村名）

地区名
施設名

事業
実施
主体

当該年度の
事業概要

基本
国費率

（a）

当該年度（＊） 年度間調整額
（該当する場合のみ記載）

備　考
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※本様式は同一の交付担当大臣が交付する事業等ごとに作成して下さい （単位：千円）

基幹
事業

効果
促進
事業
等

交付対象事業費
(b)

交付対象事業費のう
ち、特定市町村又は特
定都道県以外の者が負

担する額を減じた額
(c)

うち交付金交付額
基幹事業の場合

（d）=a×b＋(c-a×b)/2
効果促進事業等の場合

（d）=0.8c

年度間
調整額
（国費）

(e)

調整後の
交付金
交付額
(f)=d-e

省庁名：国土交通省 平成２４年１月時点

No.

事業の種類

事業番号 事業名
（市町村名）

地区名
施設名

事業
実施
主体

当該年度の
事業概要

基本
国費率

（a）

当該年度（＊） 年度間調整額
（該当する場合のみ記載）

備　考

20 ○ Ｄ-22-1

防災公園整備事業（貞山運河西
側）（都市再生区画整理事業（被
災市街地復興土地区画整理事
業））

閖上地区 市
・基本計画検討、基本設計
・用地取得

1/3 800,000

800,000
533,333

21 ○ Ｄ-22-2

防災公園整備事業（貞山運河東
側）（都市再生区画整理事業（被
災市街地復興土地区画整理事
業））

閖上地区 市 ・用地取得 1/3 400,000

400,000
266,666

22 ○ Ｄ-23-1
下増田地区防災集団移転促進
事業

下増田地区 市
・事業計画策定・移転先団地ガイドライン策定・協議会支援費等

1/2 29,360

29,360
22,020

23 ○ Ｄ-23-2
下増田地区防災集団移転促進
事業

下増田地区 市 測量調査費、用地補償費  3/4 2,648,500

2,648,500
2,317,437

0
0

0
0

0
0

0
0

合計額 7,352,578 7,352,578 5,843,879

担当者氏名

メールアドレス

（注）「事業番号」は、基幹事業については、「（制度要綱別表の番号）-（同一事業計画中の同種の事業の通し番号）」、効果促進事業等については、「◆（最も関連する基幹事業の事業番号）－（最も関連する基幹事業ごとの通し番号）」となるよう記載する。

（注）「事業名」は実施する事業の内容がわかるように任意の名称を記載する。

（注）「基本国費率」は、各交付担当大臣が定める交付要綱に規定される国費率を指す。（制度要綱第２の１の(３）におけるｂと同様）

（注）「年度間調整額（国費）（e）」は前年度に制度要綱第１の７の④に該当し、様式３を提出した場合に、または事業の進捗に遅れが生じ基金残高がある場合に、様式３の翌年度交付額調整額を記載する。

（注）基金を造成して復興交付金事業等を実施する場合には、（＊）の(b)欄には、当該年度に実施する事業の事業費を、（c）欄には事業費のうち特定市町村又は特定都道県以外の者が負担する額を減じた額を、（d）欄には基金からの取崩額を記載する。

市町村名 名取市 電話番号 022-384-2111(332)

都道県名 宮城県 担当部局名 総務部政策企画課

4



※本様式は同一の交付担当大臣が交付する事業等ごとに作成して下さい （単位：千円）

基幹
事業

効果
促進
事業
等

交付対象事業費
(b)

交付対象事業費のう
ち、特定市町村又は特
定都道県以外の者が負

担する額を減じた額
(c)

うち交付金交付額
基幹事業の場合

（d）=a×b＋(c-a×b)/2
効果促進事業等の場合

（d）=0.8c

年度間
調整額
（国費）

(e)

調整後の
交付金
交付額
(f)=d-e

1 ○ Ｅ-1-1
低炭素社会対応型浄化槽集中
導入事業

閖上・下増田地
区

市 合併処理浄化槽（7人槽）N=13基 1/2

5,400 5,400
4,050

0
0

0
0

0
0

0
0

0
0

0
0

0
0

0
0

0
0

合計額 5,400 5,400 4,050

担当者氏名

メールアドレス

（注）「事業番号」は、基幹事業については、「（制度要綱別表の番号）-（同一事業計画中の同種の事業の通し番号）」、効果促進事業等については、「◆（最も関連する基幹事業の事業番号）－（最も関連する基幹事業ごとの通し番号）」となるよう記載する。

（注）「事業名」は実施する事業の内容がわかるように任意の名称を記載する。

（注）「基本国費率」は、各交付担当大臣が定める交付要綱に規定される国費率を指す。（制度要綱第２の１の(３）におけるｂと同様）

（注）「年度間調整額（国費）（e）」は前年度に制度要綱第１の７の④に該当し、様式３を提出した場合に、または事業の進捗に遅れが生じ基金残高がある場合に、様式３の翌年度交付額調整額を記載する。

（注）基金を造成して復興交付金事業等を実施する場合には、（＊）の(b)欄には、当該年度に実施する事業の事業費を、（c）欄には事業費のうち特定市町村又は特定都道県以外の者が負担する額を減じた額を、（d）欄には基金からの取崩額を記載する。

市町村名 名取市 電話番号 022-384-2111(332)

都道県名 宮城県 担当部局名 総務部政策企画課

（様式１－４①）

名取市復興交付金事業計画名取市復興交付金事業計画名取市復興交付金事業計画名取市復興交付金事業計画　　　　平成平成平成平成２４２４２４２４年度年度年度年度　　　　復興交付金事業等復興交付金事業等復興交付金事業等復興交付金事業等（（（（名取市交付分名取市交付分名取市交付分名取市交付分））））

省庁名：環境省 平成２４年１月時点

No.

事業の種類

事業番号 事業名
（市町村名）

地区名
施設名

事業
実施
主体

当該年度の
事業概要

基本
国費率

（a）

当該年度（＊） 年度間調整額
（該当する場合のみ記載）

備　考


